
松田都市計画用途地域の変更 （松田町決定） 

 

都市計画用途地域を次のように変更する。 

種 類 面 積 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建蔽率 

外壁の 

後退距離の 

限度 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

建築物の 

高さの 

限度 

その他 

及び備考 

第一種中高層 

住居専用地域 
約 56ha 20/10以下 6/10以下 － － － 28.4％ 

第一種住居地域 約 119ha 20/10以下 6/10以下 － － － 60.0％ 

近隣商業地域 約 8.9ha 20/10以下 8/10以下 － － － 4.5％ 

商業地域 約 6.2ha 40/10以下 8/10以下 － － － 3.1％ 

準工業地域 約 7.9ha 20/10以下 6/10以下 － － － 4.0％ 

合  計 約 198ha － － － － － 100.0％ 

「種類、位置及び区域は、計画図表示のとおり」 

 



理 由 書 

 

本地区は、ＪＲ御殿場線と小田急線の開通により古くから商店街や住宅が形成されてきました。

そのため、現在建物の老朽化が進行し、松田町内の中心商業地でありながら衰退しており、以前よ

り本地区において今後の土地の高度利用や防災性について問題提起されてきました。また、周辺交

通が持つ機能性と駅の利用者の多さに比べ駅前広場や幹線道路の整備が不十分であり、特に歩行

者の安全性や快適性に課題を抱えた地区です。加えて、少子高齢化や若年層の町離れを起因とする

人口減少等の問題解決に向け、駅周辺の商業機能の向上や地域経済の活性化も求められています。 

こうした本地区の現状を踏まえ、「松田都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」に

おいて、『松田駅・新松田駅周辺地区』の「主要用途の配置の方針」として『ＪＲ御殿場線松田駅

及び小田急小田原線新松田駅周辺地区については、本区域における最もまとまりのある商圏を有

していることから、この地区を一体的に中心商業地及び地域拠点として位置づけ、駅前広場等基盤

整備事業を進めながら、今後さらに多機能な商業業務機能の集積、商業施設の秩序ある配置及び駅

前商店街における豊かな商業空間の形成を促進する。』と位置付けています。また、同計画の次段、

「市街地における建築物の密度の構成に関する方針」では、『建物の更新、共同化等にあわせて道

路や広場等のオープンスペースの一体的整備に配慮しつつ、土地の高密度利用を図るものとする。』

と位置付けています。 

上記の方針に基づき、松田町内の経済の中心地である松田駅・新松田駅周辺地区の豊かで高密度

な商業機能性の形成を目標として、用途地域を変更するものです。 

 



松田都市計画用途地域の変更・新旧対照表 

種類 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建蔽率 

新旧用途地域別面積 
面積の増減 

新 旧 

第一種中高層 

住居専用地域 
20/10以下 6/10以下 約 56ha 約 56ha  

第一種住居地域 20/10以下 6/10以下 約 119ha 約 119ha -約 0.1ha 

近隣商業地域 20/10以下 8/10以下 約 8.9ha 約 9.0ha -約 0.1ha 

商業地域 40/10以下 8/10以下 約 6.2ha 約 6.0ha +約 0.2ha 

準工業地域 20/10以下 6/10以下 約 7.9ha 約 7.9ha  

合  計 － － 約 198ha 約 198ha  
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新松田駅北口地区－０１新松田駅北口地区－０１
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■都市計画法の用途地域

用途地域

商業地域 商業等の業務の利便の増進を図る地域

内　容
法で定めた
容積率

４００％

近隣商業地域
近隣の住民が日用品の買物をする店舗、
業務等の利便の増進を図る地域

２００％

第一種住居地域 住居の環境を保護するための地域 ２００％

■都市計画法の用途地域

用途地域

商業地域 商業等の業務の利便の増進を図る地域

内　容
法で定めた
容積率

４００％
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